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 取得率の意欲的な目標値を設定し、毎年の調査（モニタリング）によりギャップ（うまくいっ
てなさ）を見える化している。

 モニタリング結果も参照しつつ、既存の調査の活用、労働者や事業主へのアンケート調査の実
施、都道府県労働局における日々の事業主や労働者からの相談など様々な経路から課題を把握
している。

 上記の調査等で収集した現場の実態等も踏まえ、労働政策審議会等において、専門的な知見を
有する公労使による議論を丁寧に行い、課題に応じた対応策を検討・立案している。

 上記の一連の取組について、モニタリング結果も参照しつつ、継続的に繰り返し行っている。
 また、周知広報については、事業主団体からの要望を受けて簡潔なリーフレットを作成するな
ど柔軟な取組を実施している。

⇒ 政策を打った後、目標と実績の乖離を常に把握し、目標自体も随時検証しつつ、現場や有識
者の意見も踏まえて足らざる点について政策の見直し（次の政策立案）を積み重ねてきたこと
が、近年の取得率の上昇につながっているのではないか。こうした一連の対応は、無謬性にと
らわれず、社会の実態を踏まえて政策を機動的かつ柔軟に見直し、取り組んできたものと言え
るのではないか。

 また、男性の育児休業取得率の上昇に関しては、女性活躍推進法（H27.9）や働き方改革推進法
（H30.7）が成立し、これらに関する方針等において、
✓女性の職業生活における活躍を推進するために、男性の家事・育児等の家庭生活への参画を強力
に促進

✓長時間労働は、仕事と家庭生活との両立を困難にし、男性の家庭参加を阻む原因
とされ、職場風土の改革が求められるなど、男性が育児休業を取得しやすい社会的気運が醸成され

たということも考えられるか。

政策の見直しの過程、優れている点
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女性活躍推進と働き方改革の観点からの男性の育休取得促進
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〇女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（平成27年９月25日閣議決定）(抜粋）
第１部 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向
３ 女性の職業生活における活躍の推進の基本的な考え方
（４）事業主の取組に必要な視点と行政の役割

○ 男性の家庭生活への参画を強力に促進する。
職業生活と家庭生活の両方を営むに当たって、一方の家庭生活において、男性の十分な分担が得られなければ、女性の負担は

高まらざるを得ず、結果として女性が職場において活躍することが困難になる。男性の家事・育児等の家庭生活への参画の促進は、
女性の職業生活における活躍を推進する上で、解決しなければならない重要な課題の一つである。
このため、男女が共に家事・育児等の家庭生活における責任を果たしながら、職場においても貢献していくことができる社会の実現

に向けて男性の意識の改革を促すとともに、育児休業等 、男性による両立支援制度の活用を推進することにより、男性の家庭生活
への参画を強力に促進する。

〇働き方改革実行計画（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）(抜粋）
８．子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労
（１）子育て・介護と仕事の両立支援策の充実・活用促進

（男性の育児・介護等への参加促進）
女性の就業が進む中で、依然として育児・介護の負担が女性に偏っている現状や男性が希望しても実際には育児休業の取得等

が進まない実態を踏まえ、男性の育児参加を徹底的に促進するためあらゆる政策を動員する。
このため、育児休業の取得時期・期間や取得しづらい職場の雰囲気の改善など、ニーズを踏まえた育児休業制度の在り方につい

て、総合的な見直しの検討に直ちに着手し、実行していく。
また、制度があっても実際には育児休業等を取得しづらい雰囲気を変えるため、育児休業の対象者に対して事業主が個別に取

得を勧奨する仕組みや、育児目的休暇の仕組みを育児・介護休業法に導入する。併せて、部下や同僚の育児・介護等に配慮・
理解のある上司（イクボス）を増やすため、ロール・モデル集の作成やイクボス宣言を広める。
さらに、次世代育成支援対策推進法に基づく子育てしやすい企業の認定制度（くるみん認定）について、男性の育児休業取得

に関する認定基準を直ちに引き上げる。また、2017年度に同法（一般事業主行動計画）により個別企業における男性の育休取
得状況を見える化することを検討し、同法の改正後５年に当たる2020年度までに、更なる男性育休取得促進方策を検討する。

（注）下線は行革事務局で付したもの。

（注）下線は行革事務局で付したもの。



女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定について

女性活躍推進法に基づき、常時雇用する労働者の数が101人以上の事業主は、自社
の女性の活躍に関する状況把握、課題分析を行った上で、一般事業主行動計画を策
定・届出・公表及び自社の女性活躍に関する情報公表することとされている。
（令和４年４月１日から、上記の義務付け対象が301人以上の事業主から101人以上の事業主に拡大）

【一般事業主行動計画策定状況】（令和３年12月31日現在）
常時雇用労働者301人以上の企業 300人以下企業

(1)企業数（社） (2)一般事業主行動計
画届出企業数（社）

(3)届出率
((2)/(1))

(4)一般事業主行動計
画届出企業数（社）

17,302 16,966 98.1％ 12,182

【えるぼし認定状況】（令和３年12月31日現在） （単位：社）

プラチナ
えるぼし
認定企業数

えるぼし
認定企業数

認定段階１ 認定段階２ 認定段階３
301人以上
企業数

300人以下
企業数

301人以上
企業数

300人以下
企業数

301人以上
企業数

300人以下
企業数

1,601 7 1 355 166 641 431 23

3女性活躍推進法に係る認定状況（令和３年12月31日現在）https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000881510.pdfを基に、行革事務局で作成

女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況（令和３年12月31日現在）https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000881511.pdfを基に、行革事務局で作成



えるぼし認定、プラチナえるぼし認定（概要）

4（出典）えるぼし認定、プラチナえるぼし認定の概要
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000594317.pdf




